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東京都自立支援協議会設置要綱 

 
（目的） 
第１ 障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むことができる地域社会を

構築するため、相談支援体制を始めとする障害保健福祉に関する方策を協議する

場として、東京都自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 
 
（協議事項） 
第２ 協議会は、次に掲げる事項について協議を行う。 
（１） 区市町村の相談支援体制の状況把握・評価及び整備方策の助言に関すること。 
（２） 市町村相談支援機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業等による

区市町村の相談支援体制の支援に関すること。 
（３） 地域生活への移行の推進に関すること。 
（４） 相談支援従事者の人材育成・研修の在り方に関すること。 
（５） 専門的分野における支援方策について情報及び知見を共有・普及すること。 
（６） 都全域における社会資源の開発・改善に関すること。 
（７） その他協議会において必要と認めること。 
 
（構成） 
第３ 協議会は、委員２０名以内で構成する。 
２ 協議会に会長及び副会長を置く。 
３ 会長は委員の互選により選出し、副会長は会長が指名する。 
４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 
（委嘱及び任期） 
第４ 協議会の委員は、学識経験者並びに指定相談支援事業者、指定障害福祉サービ

ス事業者及び障害者団体等の代表者並びに東京都、特別区及び市の職員のうちか

ら、福祉保健局長が委嘱し、又は任命する。 
２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の 
残任期間とする。 

 
（会議） 
第５ 協議会は、会長が招集する。 
２ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説明又は意

見を聴取できる。 
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（専門部会） 
第６ 協議会は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 
 
（個人情報の保護） 
第７ 協議会の関係者は、会議で使用する個人情報の取扱いに十分留意するものとす

る。 
 
（事務局） 
第８ 協議会の円滑な運営を図るため、東京都心身障害者福祉センターに事務局を置

き、協議会の庶務は事務局において処理する。 
 
（その他） 
第９ この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は別に定める。 
 

  附 則 
１ この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。 
２ この要綱の施行の日以後、最初に委嘱される協議会の委員の任期は、第４の２の

規定にかかわらず、平成２１年３月３１日までとする。 
 

  附 則 
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 


